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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第２四半期連結
累計期間

第13期
第２四半期連結
累計期間

第12期
第２四半期連結
会計期間

第13期
第２四半期連結
会計期間

第12期

会計期間

自　平成20年
４月１日

至　平成20年
９月30日

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成20年
７月１日

至　平成20年
９月30日

自　平成21年
７月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成20年
４月１日

至　平成21年
３月31日

売上高（千円） 2,200,318 2,704,090 1,096,080 1,399,380 4,639,418

経常利益又は経常損失（△）（千

円）
91,010 △162,025 66,110 △48,274 197,146

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
47,497 △132,420 38,323 △33,553 5,287

純資産額（千円） － － 3,446,395 3,370,923 3,394,412

総資産額（千円） － － 4,162,220 4,042,292 4,006,805

１株当たり純資産額（円） － － 24,317.74 23,072.92 24,016.85

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額（△）

（円）

338.58 △943.93 273.18 △239.18 37.69

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 82.0 80.1 84.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
130,307 147,044 － － 143,309

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△413,751 50,176 － － △580,966

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△6,127 △4,022 － － △6,889

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,878,199 1,916,424 1,723,225

従業員数（人） － － 273 382 262

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 382 (35)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しており

ます。

(2）提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 196 (30)

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２．臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注状況

　当第２四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

配信事業 548,358 157.8 982,539 98.5

制作事業 448,466 223.3 253,822 327.6

その他の事業 203,205 140.5 69,724 87.1

合計 1,200,030 173.1 1,306,086 113.1

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同期比（％）

配信事業（千円） 588,030 87.8

制作事業（千円） 549,684 294.2

その他の事業（千円） 261,666 109.3

合計（千円） 1,399,380 127.7

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、昨年から続く景気の悪化に伴い、企業収益や設備投資の減少、

雇用情勢の悪化など厳しい状態にあり、引き続き先行きが不透明な状況であります。インターネット業界においても、

企業の広告宣伝費等の絞り込みの影響や、個人消費の手控えの影響が顕在化しております。

　このような環境のもと、当社グループは、メディア企業や大規模コンテンツプロバイダーへの営業体制を強化する一

方、価格競争力を向上させ、前年度より提供を開始したコンテンツ配信プラットフォームである「ブライトコーブ」

の商品力も活用して、事業を推進いたしました。

　当第２四半期連結会計期間においては、期間を決めて実施されるプロモーション関連の案件において、景気の悪化に

伴う広告宣伝活動の絞り込みが行われたり、インターネットを利用する場合であっても費用対効果が確認しやすいリ

スティング等の手法に需要が集まる結果となり、当社と関連の深い動画を利用した販売促進活動は低調な推移となり

ました。コンテンツ配信ビジネス用途の開拓においても、「ブライトコーブ」等の新提案に伴い新規案件の獲得が進

んではいるものの、既存顧客に対するサービス提供停止や単価引き下げの影響などから、全体としては低調な推移と

なりました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、連結売上高1,399百万円（前年同期比27.7%増）、連結営業損失43百

万円、連結経常損失48百万円、連結四半期純損失は33百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの売上は次のとおりであります。

（配信事業）

　配信事業においては、当社が各インターネットプロバイダーなどに設置しております配信インフラを用いて、イン

ターネット上のライブ・オンデマンド配信や携帯電話のコンテンツホルダーから各キャリアへの配信などを行って

まいりました。

　ビジネス関連では、企業のウェブサイトで行われる商品紹介やプロモーション案件の受注が低調となりました。コン

テンツ配信ビジネス用途の受注についても、当社顧客の配信事業そのものの停止や転換に伴う配信量の減少ならびに

既存取引先への単価引き下げの影響などから、低調な推移となりました。モバイル関連では、ｉチャネル向けＡＳＰ

サービスや「着うた」等コンテンツ配信が安定した売上となりました。当事業の売上高は588百万円（前年同期比

12.2%減）となりました。

（制作事業）

　制作事業においては、企業の映像を利用したウェブサイトやサイトに掲載する映像の制作などを行ってまいりまし

た。同事業は配信事業とあわせて当社グループが提供するワンストップサービスを構成いたしております。

　当第２四半期連結会計期間においては、モバイル商品プロモーション目的でのウェブサイトやコンテンツ制作案件

において、大型案件の受注が不調であったほか、比較的低単価の案件においても単価の低下がみられました。平成20年

８月に株式会社アップアローズ、平成21年４月にクロスコ株式会社と、制作を主な事業とする会社を子会社としたこ

とから、当事業の売上高は549百万円（前年同期比194.2%増）となりました。

（その他の事業）

　その他の事業においては、配信サービス提供時に付随的に発生するサーバーの運用監視や機器の販売、コンテンツ配

信に使用されるシステム開発案件や、モバイル向けウェブサイトのシステム開発などの受注を得ることができまし

た。９月にKDDI株式会社との共同事業関係を解消しておりますが、携帯電話を利用したスポーツサポートサービス「

au Smart Sports Run&Walk」についても、機能拡張に関連した開発業務を実施いたしました

以上の結果、当事業の売上高は261百万円（前年同期比9.3%増）となりました。

(2)キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期間末か

ら24百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末は1,916百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果により、税金等調整前四半期純損失を9百万円計上した他、固定資産売却益の計上、売上債権の増加、

その他の負債の増加などの資金の減少要因が、減価償却費の計上などの資金の増加要因を上回ったことにより、当第

２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは115百万円の減少（前年同期は、134百万円の増加）と

なりました。
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　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、当第２四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは92百万円の資金の増加（前年

同期は、323百万円の減少）となりました。これは主に、有形固定資産の売却による収入51百万円、無形固定資産の売却

による収入68百万円が、有形固定資産の取得による支出19百万円、無形固定資産の取得による支出27百万円などの設

備投資額を上回ったことによるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の支払により1百万円の減少となり

ました。 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4)研究開発活動

　当社グループでは、当社の事業推進部が中心となり、新サービス開発の前提となるソフトウェアや技術力のある企業

の調査、実証実験、ネットワーク運用実験などを実施してまいりました。当第２四半期連結会計期間における研究開発

費は、20百万円となりました。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、当社の主要な設備に重要な異動はありません。

なお、連結子会社において重要な設備投資はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、当社の前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設

について重要な変更はありません。　

　また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

なお、連結子会社において重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 550,000

計 550,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 140,287 140,287
株式会社東京証券取引所

（マザーズ）

単元株制度

採用なし

計 140,287 140,287 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は

含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成16年６月25日定時株主総会並びに平成17年１月20日取締役会決議）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 311

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 311

新株予約権の行使時の払込金額（円） 213,000

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から

平成22年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　213,000

資本組入額　　　　106,500

新株予約権の行使の条件 （注）１．２．３．４．５．

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の全部又は一部につき、第三者に対して譲渡、

担保権の設定、遺贈その他の処分をすることができないも

のとする。

代用払込みに関する事項  ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ─

　（注）１．新株予約権割当後、被割当者が、当社の役員若しくは従業員の地位を喪失した場合、「新株予約権割当て契

約」（以下、割当契約）の定めにより、新株予約権の行使につき別に取扱うことができるものとする。

２．新株予約権割当後、新株予約権を喪失することなく被割当者が死亡した場合には、その相続人による新株予

約権の行使は認めるが、権利行使可能な株式数、権利行使可能な期間その他の権利行使の条件については、割

当契約に定めるものとする。

３．被割当者は、権利行使開始日以降、割当契約の定めにより、１株の整数倍の株数で以下の区分に従って新株予

約権の行使が可能となるものとする。

・新株予約権発行日から２年経過した日から付与株式数の50％を限度として行使することができる。

・新株予約権発行日から３年経過した日から付与株式数の75％を限度として行使することができる。

・新株予約権発行日から４年経過した日から付与株式数の100％を限度として行使することができる。

４．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式数について

のみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

５．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行（時価発行として行う公募増資及び新株予約権

の行使により新株式を発行する場合を除く。）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

（平成17年６月28日定時株主総会並びに平成18年１月19日取締役会決議）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 423
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第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 423

新株予約権の行使時の払込金額（円） 311,579

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から

平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　311,579

資本組入額　　　　155,790

新株予約権の行使の条件 （注）１．２．３．４．５．

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の全部又は一部につき、第三者に対して譲渡、

担保権の設定、遺贈その他の処分をすることができないも

のとする。

代用払込みに関する事項  ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ─

　（注）１．新株予約権割当後、被割当者が、当社の役員若しくは従業員の地位を喪失した場合、「新株予約権割当て契

約」（以下、割当契約）の定めにより、新株予約権の行使につき別に取扱うことができるものとする。

２．新株予約権割当後、新株予約権を喪失することなく被割当者が死亡した場合には、その相続人による新株予

約権の行使は認めるが、権利行使可能な株式数、権利行使可能な期間その他の権利行使の条件については、割

当契約に定めるものとする。

３．被割当者は、権利行使開始日以降、割当契約の定めにより、１株の整数倍の株数で以下の区分に従って新株予

約権の行使が可能となるものとする。

・新株予約権発行日から２年経過した日から付与株式数の50％を限度として行使することができる。

・新株予約権発行日から３年経過した日から付与株式数の75％を限度として行使することができる。

・新株予約権発行日から４年経過した日から付与株式数の100％を限度として行使することができる。

４．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式数について

のみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

５．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行（時価発行として行う公募増資及び新株予約権

の行使により新株式を発行する場合を除く。）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日　
－ 140,287 － 2,182,379 － 1,268,458

　

（５）【大株主の状況】

　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式
数
（株）

発行済株
式総数に
対する所
有株式数
の割合
（％）

トランス・コスモス株式会社 東京都渋谷区渋谷3-25-18 62,562 44.60

株式会社ＮＴＴＰＣコミュニケーションズ 東京都港区西新橋2-14-1 20,652 14.72

ＫＤＤＩ株式会社 東京都新宿区西新宿2-3-2　 15,228 10.85

リアルネットワークス・インク　

2601 ELLIOTT AVENUE.

SUITE 1000 SEATTLE.WA.

98121.USA

14,820 10.56

株式会社みずほコーポレート銀行

（常任代理人　資産管理サービス信託銀行株式会

社）　

東京都千代田区丸の内1-3-3

（東京都中央区晴海1-8-12　晴海アイラン

ド　トリトンスクエアオフィスタワーＺ

棟）

420 0.30

小　森　　昭　彦　 東京都杉並区　 369 0.26

瀬　川　　吉　夫　 富山県富山市　 358 0.26

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 300 0.21

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 282 0.20

石　松　　俊　雄　 東京都墨田区　 275 0.20

計　 －　 115,266 82.16
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（６）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

　 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式         ―         ― ―

議決権制限株式（自己株式等）         ―         ― ―

議決権制限株式（その他）         ―         ― ―

完全議決権株式（自己株式等）         ―         ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 140,287 140,287 ―

単元未満株式         ―         ― ―

発行済株式総数 140,287         ― ―

総株主の議決権         ― 140,287 ―

　

　

②【自己株式等】

　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ － － － －　 －　

計 － －　 －　 －　 －　

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 30,000 33,500 38,400 34,300 30,300 28,890

最低（円） 22,600 26,960 32,000 25,700 25,500 24,990

　（注）　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

経理部担当、

人材開発室担当、

関係会社管理部担

当、総務人事部長

取締役　

経理部担当、

人材開発室担当、

総務人事部長

保住　博史　 平成21年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,116,424 683,225

受取手形及び売掛金 834,647 742,948

商品 4,200 3,560

仕掛品 32,460 24,676

預け金 800,000 1,050,000

その他 118,705 141,484

貸倒引当金 △10,771 △801

流動資産合計 2,895,665 2,645,094

固定資産

有形固定資産 ※
 206,306

※
 198,929

無形固定資産

のれん 204,561 167,794

その他 331,528 370,800

無形固定資産合計 536,090 538,594

投資その他の資産

投資有価証券 356,816 549,024

その他 56,131 97,120

貸倒引当金 △8,718 △21,958

投資その他の資産合計 404,229 624,187

固定資産合計 1,146,626 1,361,710

資産合計 4,042,292 4,006,805

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 22,027 18,964

未払金 354,803 366,723

未払法人税等 13,538 14,486

引当金 27,708 7,181

その他 97,297 77,314

流動負債合計 515,376 484,670

固定負債

引当金 8,579 －

負ののれん 105,590 118,789

その他 41,822 8,932

固定負債合計 155,992 127,721

負債合計 671,369 612,392
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,182,379 2,182,379

資本剰余金 1,268,458 1,430,642

利益剰余金 △214,007 △243,770

株主資本合計 3,236,830 3,369,251

少数株主持分 134,092 25,160

純資産合計 3,370,923 3,394,412

負債純資産合計 4,042,292 4,006,805
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 2,200,318 2,704,090

売上原価 1,283,261 1,715,696

売上総利益 917,056 988,393

販売費及び一般管理費 ※
 821,417

※
 1,159,952

営業利益又は営業損失（△） 95,639 △171,558

営業外収益

受取利息 9,067 4,726

負ののれん償却額 － 13,198

その他 6,549 8,176

営業外収益合計 15,617 26,101

営業外費用

支払利息 － 1,242

組合分配損失 － 15,074

持分法による投資損失 17,769 －

その他 2,476 250

営業外費用合計 20,246 16,568

経常利益又は経常損失（△） 91,010 △162,025

特別利益

前期損益修正益 5,883 －

固定資産売却益 － 44,500

貸倒引当金戻入額 － 13,696

解約金 8,741 －

その他 1,691 5,140

特別利益合計 16,316 63,338

特別損失

固定資産除却損 8 －

支払和解金等 － 18,420

その他 － 4,479

特別損失合計 8 22,899

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

107,318 △121,586

法人税、住民税及び事業税 60,460 6,185

法人税等調整額 3,141 20,935

法人税等合計 63,601 27,120

少数株主損失（△） △3,780 △16,287

四半期純利益又は四半期純損失（△） 47,497 △132,420
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 1,096,080 1,399,380

売上原価 625,777 867,191

売上総利益 470,303 532,189

販売費及び一般管理費 ※
 409,424

※
 576,080

営業利益又は営業損失（△） 60,878 △43,891

営業外収益

受取利息 4,175 2,253

負ののれん償却額 － 6,599

持分法による投資利益 591 －

その他 2,880 2,602

営業外収益合計 7,648 11,456

営業外費用

支払利息 － 514

組合分配損失 － 15,074

その他 2,415 250

営業外費用合計 2,415 15,840

経常利益又は経常損失（△） 66,110 △48,274

特別利益

解約金 8,741 －

固定資産売却益 － 44,071

貸倒引当金戻入額 － 12,833

その他 889 4,402

特別利益合計 9,630 61,307

特別損失

支払和解金等 － 18,420

その他 － 4,479

特別損失合計 － 22,899

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

75,741 △9,867

法人税、住民税及び事業税 41,808 3,482

法人税等調整額 △5,012 20,821

法人税等合計 36,796 24,303

少数株主利益又は少数株主損失（△） 621 △618

四半期純利益又は四半期純損失（△） 38,323 △33,553
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

107,318 △121,586

減価償却費 83,803 107,831

のれん償却額 24,947 28,587

負ののれん償却額 － △13,198

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,270 △3,253

貸倒引当金の増減額（△は減少） △407 △12,348

有形及び無形固定資産除却損 8 －

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） － △44,500

受取利息及び受取配当金 △9,067 △4,726

支払利息 － 1,242

持分法による投資損益（△は益） 17,769 －

組合分配損失 2,455 15,074

解約金収入 △8,741 －

支払和解金等 － 18,420

売上債権の増減額（△は増加） 23,416 246,868

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,769 2,483

その他の資産の増減額（△は増加） 84,419 56,657

仕入債務の増減額（△は減少） 746 3,062

未払金の増減額（△は減少） △98,522 △90,595

その他の負債の増減額（△は減少） △2,925 △21,561

小計 235,258 168,458

利息及び配当金の受取額 9,036 5,760

利息の支払額 － △1,242

解約金の受取額 4,000 －

和解金の支払額 － △18,420

法人税等の支払額 △117,987 △7,511

営業活動によるキャッシュ・フロー 130,307 147,044

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △53,720 △50,462

無形固定資産の取得による支出 △50,570 △75,122

有形固定資産の売却による収入 137 51,723

無形固定資産の売却による収入 － 91,376

投資有価証券の取得による支出 △222,871 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 4,704

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△50,298 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△22,285 －

貸付けによる支出 △18,500 △10,000

貸付金の回収による収入 5,256 21,574

差入保証金の差入による支出 △430 －
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

定期預金の払戻による収入 － 10,000

保険積立金の解約による収入 － 7,597

その他 △468 △1,216

投資活動によるキャッシュ・フロー △413,751 50,176

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △6,127 －

リース債務の返済による支出 － △4,022

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,127 △4,022

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △289,572 193,198

現金及び現金同等物の期首残高 2,167,772 1,723,225

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,878,199

※
 1,916,424
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1)連結範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、クロスコ株式会社の株式を追加取得した

ことにより、同社は持分法適用関連会社から連結子会社となりました。　　　　

また、これに伴い、同社の子会社である株式会社フレックスブレーンズを連

結の範囲に含めております。

(2)変更後の連結子会社の数

７社　

２．持分法の適用に関する事項の変更 持分法適用関連会社　

①持分法適用関連会社の変更

　第１四半期連結会計期間より、持分法適用関連会社でありましたクロス

コ株式会社は、株式の追加取得により連結子会社となりました。

②変更後の持分法適用関連会社の数

　該当なし　

３．会計処理基準に関する事項の変更 （受注制作のソフトウェアの計上基準の変更）

受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、完成基

準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基

準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連

結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した契約から、当第

２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事については、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間においては、工事進行基準を適用すべき

取引が存在しなかったため、この変更に伴う当第２四半期連結累計期間の

売上高及び損益に与える影響はありません。　
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「組合分配損失」は営業

外費用合計の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間から区分掲記しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「組合分配損失」は2,415千円であります。

　また、前第２四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金戻入額」

は特別利益合計の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間から区分掲記しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は976千円であります。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「組合分配損失」は営業

外費用合計の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間から区分掲記しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「組合分配損失」は2,415千円であります。

　また、前第２四半期連結会計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金戻入額」

は特別利益合計の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間から区分掲記しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間の特別利益の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は174千円であります。

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められる場合は、前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率等の合理

的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法　 　四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し前

連結会計年度に係る実施棚卸高を基礎として合理的な方法により算定してお

ります。　

　棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなものについてのみ

正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法を採用しております。

３．固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の減価償却の方法として定率法を採用している償却資産は、連結会

計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

４．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法　

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合は、

前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法を採用しております。　

５. 工事原価総額の見積方法 　工事原価総額の見積りに当たって、四半期連結会計期間末における工事原価

総額が、前連結会計年度又は直前の四半期連結会計期間末に見積った工事原

価総額から著しく変動しているものと認められる工事契約を除き、前連結会

計年度末又は直前の四半期連結会計期間末に見積った工事原価総額を利用す

る方法を採用しております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　　　　該当事項はありません。

　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　　※　有形固定資産の減価償却累計額　  388,129千円 　※　有形固定資産の減価償却累計額　　  374,656千円

　 　

　 　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

　従業員給与 249,163 千円

　賞与引当金繰入額 5,280
千円

　

　

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

　従業員給与 412,529 千円

　賞与引当金繰入額 10,901
千円

　

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

　従業員給与 125,256 千円

　賞与引当金繰入額 2,504
千円

　

　

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

　従業員給与 214,277 千円

　賞与引当金繰入額 2,774
千円

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 （平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定     778,199千円 

預け金勘定   1,100,000千円 

現金及び現金同等物   1,878,199千円 

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 （平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定  1,116,424千円 

預け金勘定    800,000千円 

現金及び現金同等物 1,916,424千円 　　
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　140,287株

　

　

２．自己株式の種類及び株式数

　　該当事項はありません。

　

　

３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

　

４．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

　

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
配信事業
（千円）

制作事業
（千円）

その他の事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 669,886 186,843 239,351 1,096,080 － 1,096,080

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 669,886 186,843 239,351 1,096,080 － 1,096,080

営業利益又は営業損失（△） 231,455 △1,473 △9,710 220,271 (159,392) 60,878

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
配信事業
（千円）

制作事業
（千円）

その他の事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 588,030 549,684 261,666 1,399,380 － 1,399,380

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
475 2,393 4,087 6,955 (6,955) －

計 588,505 552,077 265,753 1,406,336 (6,955) 1,399,380

営業利益又は営業損失（△） 152,611 △28,613 7,315 131,313 (175,204) △43,891

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
配信事業
（千円）

制作事業
（千円）

その他の事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 1,328,990 370,422 500,905 2,200,318 － 2,200,318

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 1,328,990 370,422 500,905 2,200,318 － 2,200,318

営業利益又は営業損失（△） 461,489 5,237 △50,740 415,986 (320,347) 95,639
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当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
配信事業
（千円）

制作事業
（千円）

その他の事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 1,208,709 1,002,785 492,595 2,704,090 － 2,704,090

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,258 5,500 4,087 10,845 (10,845) －

計 1,209,967 1,008,285 496,683 2,714,936 (10,845) 2,704,090

営業利益又は営業損失（△） 319,107 △121,290 △5,971 191,845 (363,404) △171,558

　

　（注）１．事業区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業の主な内容

（1）配信事業・・・・・・ライブ・オンデマンド配信、携帯端末関連配信、配信に付随するサービス

（2）制作事業・・・・・・ウェブ制作、エンコード、映像制作

（3）その他の事業・・・・システム開発、アプリケーション開発、機器・ソフトウェア販売、その他

３．追加情報

　         前第２四半期連結累計期間

（売上の計上基準について）

　第１四半期連結会計期間より、メディア＆コマース事業のモバイル公式サイトビジネスにおける会員収入

を、従来は、携帯電話会社からの支払通知書により売上計上しておりましたが、金額的重要性が増してきた

ことから、課金対象となる会員数の移動状況に基づき売上計上する方法に変更いたしました。

　これにより、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間のその他の事業の営業利益が

1,596千円増加しております。　

　

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

　前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。
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【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　　海外売上高がないため該当事項はありません。

　

　前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　　海外売上高がないため該当事項はありません。

　

　

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　　該当事項はありません。　

　

　

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　　該当事項はありません。

　

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　該当事項はありません。

　

　

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

 　　　　　　 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 23,072.92円 １株当たり純資産額 24,016.85円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 338.58円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 943.93円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
  

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 47,497 △132,420

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
47,497 △132,420

期中平均株式数（株） 140,287 140,287

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　－ 　－

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 273.18円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 239.18円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
  

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 38,323 △33,553

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
38,323 △33,553

期中平均株式数（株） 140,287 140,287

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　－ 　－
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（重要な後発事象）

　当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　　　　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　　　　　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成 20年 11月 11日

株式会社Ｊストリーム

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　　豪　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥見　正浩　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｊストリー

ムの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｊストリーム及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）1. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　2. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

株式会社Ｊストリーム

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　　豪　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥見　正浩　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｊストリー

ムの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｊストリーム及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）1. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　2. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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